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1．　はじめに
　本稿は，「私立学校令」という民族教育抑圧法令に着目し，韓国統監府管轄下の学部の下で「公立
普通学校体制」1）が確立していく過程を政策担当者の朝鮮教育認識に即して政策思想史的見地から明
らかにしようとするものである。考察対象とする時期は，日本が日露戦争の下で朝鮮侵略を着々と進
行し，韓国保護国化，さらに統監府の下で多くの日本人官僚が韓国内政を掌握していった段階に相当
している。そして，この時期の教育政策が質的にも量的にも初等教育を圧倒的に重視していたことか
ら，初等教育機関である普通学校に対する学部の政策をその対象として取り上げていく。
　統監府期の朝鮮教育政策に関する個別具体的な研究は，教育学研究者を中心に近年かなりの進展が
見られる。しかし，その多くが韓国併合以後の教育政策との連続性に主たる問題関心を払い，議論の
前提として韓国併合以後の教育政策を念頭に行っている。そのため，結果的に，統監府期自体の教育
政策の変化を十分に明らかにしてきたとは言いがたい状況であった。このような研究状況下で，井上
薫は，植民地期の教育政策の前提が統監府期にどのようにつくり上げられていくのかを具体的に解明
する必要性を提議した2）。井上は，日本語教育という観点から，その必要性を高める契機となった
「第三次日韓協約」を統監府期の教育政策における一転換点と位置づけたが，筆者は，井上が同論文
で指摘に止めた「私立学校令」の歴史的意義に着目して考察を進めていく。それは，「私立学校令」
をはじめとする一連の対民族教育関係法令が制定された1908年8月を前後する時期に，教育行政に
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おける政策転換が法制度的にも内容的にも図られたとの筆者の判断にもとついている。
　本稿の問題に即していえぽ，従来の研究では，学部がその教育内容を規定した模範教育の宣伝機関
として普通学校をとらえ，結果的に，私立学校という民族教育機関への直接的な対抗が普通学校の当
初からの目的であるかのように位置づけてきた3）。後述する通り，模範教育は「私立学校令」を補完
する実践的政策であり，公立普通学校が私立学校の存在を強く意識し，これを指導監督することさえ
あった。しかし，私立学校を対抗関係で明確にとらえた，学部が言うような意味での模範教育の方針
が，統監府が施政を開始した当初から確固たるものであったという見解には一定の留保が必要であ
る。学部が官公立普通学校によって私立学校を抑制しようとしたことは否定できないが，それを
1906年の学制改革の段階から一貫した方針であったとする見解では，直接的な私立学校対応策であ
る「私立学校令」が1908年8月になって初めて制定されたことを十分に説明できないからである。
以下の論証によって，従来言われてきた内容の模範教育とは，「私立学校令」をはじめとする対民族
教育抑圧策の中で形成された概念であることが明らかになろう。以下，「私立学校令」制定をもって
学部の教育政策を段階的に区分し分析する。その際，日本人学務官僚が何を対象に教育政策を展開し
ていったのかを明らかにするため，彼らによって各々の段階で朝鮮の内在的な教育のどの部分がどの
ような論理にもとついて否定されたのかに着目し，考察する。そして，実際の私立学校対策にも触れ
つつ，官公立普通学校と「私立学校令」との関係性を明確にしていく。
　なお，史料の引用に際し，読みやすさを考えて旧漢字は新漢字に改め，句読点を適宜施した。ま
た，史料中の〔〕は引用者註であり，下線を施した部分も引用者による強調部分である。
2．「私立学校令」制定以前の初等学校教育政策
　まず，「私立学校令」制定以前における統監府下での初等教育拡張事業の内容について述べる。な
お，時期的には少し前だが，学部初の日本人学政参与官・幣原坦の教育政策も政策的一貫性が認めら
れる点，またこの時期の史料的制約という事情により，あわせて見ていく。
　この時期に強調されたのは，甲午改革（1894～1895）における教育改革の失敗であった。日本人
学務官僚は，この改革が朝鮮の実情に伴わないものであったため，その近代的教育導入の試みにもか
かわらず従来の儒教的教育を脱することができなかったし，また現在も脱していないとの評価を下し
ていった。
　幣原坦4）はすでに1902年の段階で，甲午改革で導入された近代教育について，その「新式教育」は
日本をはじめとする諸外国の教導によってなされたものに過ぎず，実際の教育状況においても，学校
設立は盛んになされているが，「審に其内容を観察する時は、基礎猶薄弱にして、未だ真個の教育の
了解せられざる、寧ろ憐れむべきものありて存せり」5）と評価し，朝鮮における近代教育はいまだ内
容が伴わず，その真価が朝鮮人に理解され定着するにはまだ時間がかかるとしている。このような観
点は統監府期の学務官僚においても受け継がれている。統監府最初の公式報告書である『統監府施政
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一斑』は，日本の法令を模倣した「小学校令」が甲午改革において制定されたが，それは「単二法令
ノ上ヨリ見レハ甚タ整頓セルカ如キモ，多クハ空文二属シ」たものであり，その学制改革は内実を伴
わなわないものであったとする。その教科内容についても，「漢籍ノ素読二全力ヲ注キ，傍ラ習字ヲ
教授スルニ止マリ，歴史地理科等ハ全ク素読暗論ノー科二過キ」ないとし，その教育を「素読暗調」
によって行われているものと特色づけ，書堂などの教育施設で行われている儒教的教育との共通性を
強調している6）。つまり，甲午改革以来の教育事業は従来の儒教的教育の域を出ないものであったと
いう論理に帰結した。学部嘱託であった俵孫一7）（当時）も，「明治二十八年二至リ，小学校令ヲ発布
シテ文明的教育ヲ普及セシメントシタルモ，爾来十年間未ダ其ノ実果ヲ挙グルニ至ラズ，小学校ト称
スルモノモ内容ハ依然トシテ書房〔書堂〕ノ観ヲ改ムルコトナシ」8）と述べ，従来の教育との共通性
を強調した。さらに別の史料では，「〔甲午改革によって〕大二新学ヲ興サントシタルモ，其制度ノ国
情二適セサル，施設ノ宜シキヲ得サル実際二於テ，殆ント効果ノ見ルヘキナシ」9）と辛辣に評し，朝
鮮の現状に対応したものではなかったがためにこの教育改革が成果を挙げることができなかったとさ
え論難している。つまり，甲午改革における教育改革が，近代的教育普及という意図の下で法令的に
は整頓されたと形式面では評価する一方で，その内容については，その近代性導入の意図が「多クハ
空文二属シ」，「内容ハ依然トシテ書房ノ観ヲ改ムルコトナ」く，「実際二於テ，殆ント効果ノ見ルヘ
キナ」いものであったとして，現状判断の無定見と急進的な近代教育導入により甲午改革における学
制改革は効果を上げることができなかったとするのである。
　以上のような教育認識から学部の学制改革の基本方針が導き出されるが，その方針は次の通り。
韓国教育界ノ現状ハ，複雑ナル学制ト修業年限ノ長年月二亘ル学校ヲ存置セシムヘキ時期ニアラ
ス。寧ロ学制ヲ単純ニシ，課程ヲ簡易ニシテ，専ラ実用二通セシムルノ必要ナルヲ認ム。故二，
今回ハ整理ノ基礎ヲ普通教育二置キ，其ノ修業年限ヲ四箇年二短縮シ……学校二関スル各法令ヲ
改定スル。〔中略〕
新学制ヲ施行スルニ当リ，依然之ヲ韓国人二放任セムカ，従来ノ面目ヲ改メ，其ノ実際ヲ挙グル
コト難キヲ以テ，必要二応シ諸学校二邦人〔日本人を指す〕ヲ配置シ，自ラ教鞭ヲ執リテ実地二
指導セシムルコトトセリ10）。
　まず教育制度については，学制の単純化，簡易な課程，実用的な教科内容の教授をその基本に据え
ている。そして新学制を効果的に運用するため，日本人を各学校に配置，実地指導に当たらせるとし
た。これは，前述したように，甲午改革による教育改革が成果を挙げえなかったのは，それが朝鮮の
国情に即応したものではなかったとともに，朝鮮人自身ではそのような近代的教育体系を運用しえな
いとの認識にもとつくものであった。
　このような基本方針の下で，1906年8月27日，諸学校令及び同施行規則がそれぞれ勅令，学部令
をもって公布された11）。では，初等教育を規定した「普通学校令」について見ていく。同令は，総
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則，教科及び編成，入学及び退学，職員及び監督そして付則の本文4章全25条から成り，10条前後
から成るほかの学校令と比べると，その規程がより具体的なものであった。「普通学校ニハ別二尋常，
高等ノ区別ヲ置カス，其ノ組織ヲ単一ニシ，修業年限ヲ四箇年トス」12）と，従来の小学校に相当する
教育施設を「普通学校」とし，尋常・高等の二つに分かれていたものを統一，従来の修業年限（5～
6年）を4年に短縮した（第4条）。なお，入学年齢等については，「普通教育ノ学齢ヲ確立シ強制教
育ヲ施スハ，猶其ノ時期ニアラス。故二新教育ヲ開始スルニ当リ，入学年齢ノ範囲ヲ拡メ，多数ノ希
望者ヲ満足セシムル為，満八歳以上十二歳迄児童ヲ初年級二収容シ，当分ノ内ハ尚十四歳迄ノ児童ヲ
モ入学ヲ許シ，満八歳以下ノ者ハ暫ク従来ノ書堂又ハ家庭ノ教習二委スルコトトセリ」13）として，義
務教育の採用を見送ること，そのため普通学校への入学年齢は満8歳から12歳までだが，当面は14
歳まで就学対象とすること（第10条），未就学児の教育について書堂の利用を図ることを規定してい
る。義務教育の採用を時期尚早としてしりぞける一方，教育制度の漸進的な運用だけでなく従来の教
育施設である書堂の利用をも図るとした。
　教科内容について，普通学校では国語（朝鮮語），日語（日本語），算術を教授の中心に置き，それ
ぞれ6時間を割り当てた14）。特に注目すべきは日語であり，国語と同等の配分で第1学年から教授
した。「教科目ハ主トシテ高等小学校ノ教科目二倣ヒ，殊二日本語ノー科ヲ加へ」15）るとしたように，
甲午改革における学制に日本語の教授を加えることを統監府の下での初等教育改革事業の一大特徴と
していた。これについては，「師範学校速成科ヲ修了シタル通訳教員ハ，日本教師ノ通訳トシテ各校
一人ヲ配置」i6）するとし，日本語通訳官の養成・派遣機関として師範学校速成科を位置づけていたこ
とからも意気込みの一端がうかがえる。この時期の学部史料は日本語教育の持つ意義には触れていな
いが，幣原坦が，朝鮮における教育は，「国民ノ常識ヲ養フヘキ新智識二至リテハ，古今東西ノ文明
ヲ同化シテ打テー丸トナシタル日本ノ開化ヲ輸入スルヲ最便法」17）とすると提議していることや，
「新教育の一大方針は、日本語を普及して文化を開発するにある」18）と発言していることから，朝鮮
に移植すべき日本文明の媒介と位置づけられていたと考えられる。
　保護国化以前からすでに送り込まれていたが，日本人教員は「普通学校令」施行以降，官公立普通
学校へ本格的に配置された。その役割は，「主要ノ教課目ヲ担任セシメ，併セテ学校全般ノ教授方法
ヲ指導管理セシム」19）とされた。つまり，主要科目を教授するだけでなく，学校教育の中枢をになう
とされたのである。
　学部は，韓国起業資金（日本の対韓借款）500万円中，教育費50万円を基礎としてその改革事業を
開始したが，そのうち32万円を初等教育施設拡張費とした20）。そして「設備ヲ完成シ完全ナル経営
ヲナサソトスル」21）ために，「京城内官立十校ト観察府所在地公立十三校ノ外，各道重要ナル市邑二
存在スル公立二十七校ニシテ，即チ全国ヲ通シテ合計五十校ノ官公立普通学校ヲ以テ普通教育ノ端緒
ヲ啓キ，以テ第一拡張事業トナサム」22）という，官立10校，公立40校，計50校の官公立普通学校拡張
計画を実行した（実際の官公立学校数は後掲表2の通り60校）。漢城（ソウル）及び観察府所在地以
外の学校の設置基準は，「国内一帯二普通教育ノ模範ヲ示スヲ主眼トナスヲ以テ，各道主要ノ市邑二
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シテ交通便利ナル地点ヲ先トス」23）るというもので，交通，人口面からの主要地点とされた。
　なお，旧来の教育施設である書堂及び私立学校に対する取り扱いは次の通りであった。
儒生ノ専ラ担任スル儒学教育ノ組織ハ，韓国ノ現状二於テ之ヲ改廃スルハ策ノ得タルモノニアラ
ス。寧ロ暫ク自然ノ趨勢二放任スルニ如カス。故二今回ノ整理二於テハ，此ノ系統二属スル成均
館及書堂ハ何等干与スル所ナシ。
私立学校ハ其ノ数決シテ少シトセス。然レトモ，未タ之ヲ取締ルヘキ何等ノ法規ナシ。従テ，校
数スラ実地二就クニアラサレハ，知ルヲ得サルナリ。今回ノ整理ハ先ツ官公立学校ヲ主トシ，其
ノ稽々改善二赴キタル後，徐二之力監督ヲナサムトス24）。
書堂を中心とする儒教的教育施設の改廃は，この段階では「策ノ得タルモノニアラス」との認識から
「何等干与スル所ナシ」とされた。また，書堂は，先述したように普通学校の補助施設的な位置づけ
さえ与えられた。私立学校については，監督の方針は示しつつもその法的根拠がないとして具体的な
方策については何ら触れておらず，この段階ではやはり現状維持の方針であった。さらに，「私立学
校令」制定3ヶ月前の1908年5月時点の日本外務省への報告書においても，
普通学校ノ設立未タ各地二普カラサル今日，俄カニ之ヲ覇束シ其改廃ヲ敢テスルカ如キハ，策ノ
得タルモノニアラサルヲ以テ，暫ク之ヲ自然ノ趨勢二放任シ，時期ヲ侯テ改善整理スル方針ナ
リ。現時是等私立学校ノ設立認可ヲ請フモノニ対シテハ，必須ナル条件ヲ調査シ，之ヲ認可シ居
レリ25）。
としており，私立学校への規制・監督は他日を期すとされていたのである26）。
　次に，朝鮮各地に配置された現場の日本人教員が地方における教育をどのように見ていたのか，ま
た学部による教育の宣伝状況がどのようなものだったのかについて触れる。『教育時論』に，日本人
教員櫻井英一による公立威興普通学校の紹介記事が掲載されている。この史料は当時の公立普通学校
の沿革や経営規模，その状況，生徒の構成状況などを詳しく述べた一事例として興味深いものだが，
近隣の学校との関係に触れたくだりで，
当威興郡内に、私立学校塾斉等の多数なる，左表〔本引用では省略した〕の如くにして、之れは
唯己の人格を高むる為めに行ふ如く、教育其物を以て処世上に応用せんとするに非ず。而して新
教育の施設日浅けれぽ、従て其効果を認むることも薄し。依て就学奨励等には非常の困難を来
し、時に警察力を以て強制の止むを得ざる場合あり。而して一方には談話会等に於て、常に新教
育の何物たることを談じ，其他運動会学芸展覧会等を催し、且正当就業の者には、直に応分の報
酬を得るの途を講ずる等にて、漸次新教育に対する同情を惹起せるものΣ如し27）。
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としている。ここで櫻井は，近隣住民の「新教育」に対する無理解ぶりと公立普通学校の不振を嘆い
ているが，私立学校をも人格形成の施設として，従来の儒教的な教育施設の範疇に一括してくくり，
いわゆる近代的教育機関ではないと評価した点に注視しておく必要がある。後述する通り，中央の日
本人学務官僚は，すでにこの時期に政策レベルにおいて私立学校の近代性を無視しえなくなっていた
からである。そして各地方における「新教育」宣伝のために，警察などの強制力さえ行使して奨学活
動を行う一方，法制度的に，官公立普通学校卒業生を優遇しようとした28）。また，ここで挙げた，
公立普通学校の競合機関としての私立学校という認識は，各地に配属された多くの日本人教員に共通
したものであった29）。
　以上，「私立学校令」制定以前の統監府下学部の教育政策について明らかにしたが，ここで強調さ
れたのは，甲午改革における学制改革の失敗であった。学部は，この改革が朝鮮の実情に伴わないも
のであったため，その近代的教育導入の試みにもかかわらず従来の儒教的教育を脱することができな
かったし，また現在も脱していないとの評価を下した。ただ，注意しておきたいのは，この時期の史
料が，「私立学校令」以後の史料と異なり，儒教的教育の歴史についてほとんど言及していないこと
である。むろん甲午改革を強調する際の前提として旧教育が否定されているが，それとともに，この
時点では朝鮮の前近代性をことさらにあげつらう必要性を日本人学務官僚が感じていなかったと見る
ことも可能である。甲午改革の失敗を強調し，近代化の試みを統監府の指導の下で達成する，いわぽ
甲午改革の精神肯定，内容否定の論理を提示することで朝鮮近代化の方向性を自らの政策に回収し，
それに仮託した形で正当化を図っていったのである。
3．　教育救国運動の高揚と「私立学校令」の制定
　一方，日本による保護国化という状況に直面する中で，朝鮮民衆は，このような統監府主導の教育
改革をそのまま受け入れたおけではなかった。従来培ってきた開化的潮流の下で，教育の力により国
権を回復するという教育救国運動30）を高揚させ，私立学校を設立し民族的覚醒につとめていった。
ここで，学部に従来の政策の転換を余儀なくさせた教育救国運動の下での私立学校の増加と性格変化
の状況について若干触れておこう。元来，私立学校は，甲午改革以後，政府主導の教育普及を補うも
のとして民間を中心に整備されたものであり，その経営実態は，キリスト教宣教師や有名人士が設立
したものから書堂を改編したものまで幅広かった。ところが，統監府設置後その数が爆発的に増え，
1908年7月時点で少なくとも4～5，000を超えるまでになっていた31）。そして，量的な問題だけでな
く，私立学校が，日本による保護国化と内政干渉の進行によりその設立目的を変化させはじめていた
のである。表1は，金祥起が，『大韓毎日申報』などに収録された私立学校設立趣意書50校分につい
てその設立目的を分析したものであるが，特に1907年から08年にかけ，その目的として「国権回復」
が前面に打ち出されてきている様子がうかがえる。これは，公立普通学校生徒募集の不振の理由を，
公立普通学校が朝鮮の独立富強に役立たないと朝鮮人が見なしているからだとする学部の判断32）と
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表1私立学校設立趣意書分析表33）
設立趣意＼年度 19051906 19071908 19091 10累計
開　　明 一 2 7 8 1 一 18
富　　強 一 1 5 4 一 一 10
三　　育 一 一 1 7 一 ｝ 8
国権回復 一 1 7 15 5 1 29
計 一 4 20 34 6 1 65
も一致している。ここから，1908年を前後する時期に，私立学校の性格が国権回復を期するものへ
と変化してきている状況を指摘することができる。
　そして私立学校において行われていた教育内容についても，旧来の儒教的なものに止まらず，近代
的ないわゆる「新教育」が施されるようになっていた。これについてはすでに多くの研究がなされて
いるので省略し34），ここでは学務官僚の見解を示しておこう。1910年の報告書だが，学部書記官で
あった隈本繁吉35）は「所謂新教育ノ必要ハ，宣教師ガ布教上学校ヲ創設セシ以来，夙ニー般半島人
ノ唱道シタル所ニシテ，当局ガ模範教育開始以前，既二旧学ノ機関ハ衰退二帰シ，郷校ノ如キ僅二形
骸ヲ存スルニ過キサリシコトナリ。現下時局二平カナラサルノ徒輩中，旧学二依テ所期ヲ達セントス
ル者ハ僅二儒生ノー部二過キズシテ，其多クハ所謂似而非ナル新教育二依リテ現状ヲ打破セント欲ス
ル者ナリ」36）としている。「似而非ナル新教育」という言い方で意図的に罎小化しているが，統監府
設置以前にすでに近代的教育が朝鮮社会に浸透しはじめており，現下の教育救国運動がこの新教育の
影響によるものであることを認めていた。もとより統監府の下での学部の教育事業においては，財政
的な制約などから政府管轄の官公立普通学校を拠点的にしか設置できず，圧倒的多数の教育機関を民
間によっているという状況があり（表2参照），国権回復を高唱し日本からの独立を明言した教育救
国運動の高揚は，後述するように，統監府の支配体制を直接的に揺るがすものと認識された。学部は
従来の教育政策に一定の再編を施さざるをえなくなったのである。
　学部は，このような状況に対する直接的な方策として，他日を期するとしてきた私立学校における
教育内容の統制ならびに私立学校そのものの掌握に乗り出した。具体的には「私立学校令」（勅令第
62号，1908，8．26公布）を制定し，関係法令を併用して私立学校経営に干渉し，特に教科書において
思想統制を進めていった。
　「私立学校令」の内容について言及する前に，まず，その制定段階での日本人学務官僚の現状認識
と教育観に触れておこう。同令の制定が，直接的には，先述したような私立学校の隆盛という状況へ
の対応策であると同時に，従来の教育政策，そしてそれを支える教育認識ではもはや現況に対処でき
ないという日本人官僚の認識変化の表れでもあるからである。
　「私立学校令」制定直後の10月19日，漢城府内の私立学校及び学会の代表者を漢城師範学校講堂に
集めて行われた俵孫一学部次官の同令頒布説明演説では，統監府設置以前の教育状況について，注目
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表2　普通学校数道別表（1911．2現在）37）
道　別 官公立 補助w定
乙種
?ｧ
私立学校数
私立
?（?）
各種 宗教 計（②）
合　計
i①＋②）
京畿道 15 3 9 一 27 202 88 290 317
忠清北道 2 3 1 一 6 41 7 48 54
忠清南道 4 2 1 1 8 73 16 89 97
全羅北道 4 2 一 4 10 42 31 73 83
全羅南道 5 4 1 15 25 31 4 35 60
慶尚北道 4 4 一 13 21 72 75 147 168
慶尚南道 7 3 1 6 17 82 18 100 117
黄海道 2 4 3 一 9 104 182 286 295
江原道 3 2 3 一 8 37 6 43 51
平安南道 3 3 3 2 11 189 254 443 454
平安北道 4 4 1 一 9 279 121 400 409
威鏡南道 3 3 6 2 14 194 21 215 229
威鏡北道 3 4 一 一 7 56 一 56 63
間　　島 1 一 一 一 1 未詳 未詳 未詳 未詳
計 60 41 29 43 173 1402823 22252398
註）　間島は私立だが便宜上公立普通学校の範疇に入れられていた。
すべき認識が示されている。そこでは，従来の教育において，漢文以外の学科を備えた教育施設とし
て，「耶蘇教宣教師ガ布教ノ傍ラ好意ヲ以テ韓国教育ノ為メ経営スル所ノ学校力，又ハ日本人ガ従事
シ居レル学校力，或ハ韓国人力外国二留学シ若クハ韓国二於テ新教育ヲ受ケタル者ノ経営セル学校」
が摘記されている38）。すなわち，統監府設置以前の朝鮮における教育を，①漢文を専門に教授する
旧来の儒教的教育，②外国人（欧米人を指している）キリスト教宣教師によるもの，③日本人が従事
して教育活動を行っているもの，④外国に留学したり，朝鮮において「新教育」を学んだ朝鮮人によ
るものとしており，限定的ながら④の認識が表れてきている。かつて学部が従来の教育に何ら見るも
のがないとしていたのは先述した通りだが，「私立学校令」制定の段階においてこのような評価が現
出したことは，朝鮮人による近代的教育活動への動きを全く無視しえなくなったという現状判断にも
とつくものといえよう。
　さらに，その演説で俵は，1906年以来，特に「第三次日韓協約」が締結された1907年から朝鮮各
地で「憂国ノ士」によって多くの学校が設立され，教育の普及・発達が期されているが，その目的と
するところは政府の目指すところと一致するものであるとしている39）。このように，私立学校の存
在自体はむしろ積極的に評価し，また，その実力養成的な動機を評価するなど，朝鮮人による教育活
動に対し，従来の否定的な評価から一転して，相対的には積極的見解を示すに至っている。
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　では，そのように積極的評価を下した私立学校に対し，学部はどのような論理でその統制を正当化
しようとしたのであろうか。先述したように，学部は1906年の学制改革において，急激に統制的な
政策をとることを適当でないとし，私立学校に対しては法的規定をせず，放任主義とでもいうような
政策をとっていた。この段になって「私立学校令」を制定した理由を，俵は次のように説明する。す
なわち，私立学校はその設立目的を朝鮮の富強進歩・発達に置いているが，一般国民は「如何ナル学
校ヲ設立セパ此目的ヲ達シ得ベキカ，如何二学校ヲ経営セパ韓国ヲ富強文明二赴カシムヘキカ」を関
知せず教育活動を行っている40）ため，富強文明という目的を達成することができない。そして，所
期の目的達成のため，政府，国民ともに研究する必要があるのだが，「国民ノ上二立テル政府ハ，学
校経営ノ方法手段ヲ充分二研究シ，一般人民ヲ指導啓発スルコトハ，即チ政府当然ノ職務ナルト同時
二，一ﾊ人民二対スル義務二外ナラ」41）ないと述べ，教育権の行使者を政府に想定し，その上で政府
の義務として私立学校への監督・指導権を行使することを正当化した。すなわち従来放置してきた私
立学校について，一転，国民の指導・啓発という大義をふりかざし，干渉に乗り出したのである。別
の史料では，「韓人ノ教育熱〔教育救国運動を指す〕ナルモノガ，畢寛文明風教ノ進歩改善ヲ図ルニ
帰スルモノトスレバ、ツマラヌコトヲ教へ，不完全ノコトヲ為スハ，此風教ノ改善文明ノ進歩ヲ翼フ
所以ノ途デナイコトヲ知ラセルノガ，此私立学校令否学部当局ノ趣旨ナノデアル」42）として，私立学
校では「ツマラヌコト」を教え，「不完全ノコト」を行っているが，そのような教育では朝鮮の文明
化に資することができないとし，その教導の必要性を説き，政府の関与を正当化した。政府を正しい
文明化への先導者と位置づけたのである。
　しかし，学部のねらいはもちろん，先述したような国権回復を目指す私立学校を抑制することにあ
った。学部の公式書類『韓国教育』は，「私立学校令」の制定理由に触れた段で，次のように述べて
いる。
　・・競近一般教育熱ノ勃興ト共二，各地方私立学校ノ設立頻々トシテ先ヲ争フノ有様トナレリ。
然レトモ，其内容二至ッテハ毫モ改善スル所ナキノミナラス，徒二時勢ヲ憤慨シ，教育ト政治ト
ヲ混同シテ不穏危険ノ思想ヲ注入シ，少年子弟ノ前途ヲ誤リ，且ツ学校設立ノ美名ノ下二財産ノ
争奪、寄付金ノ強制ヲ檀ニシ，若クハ権勢掌握ノ具二供スルカ如キ流弊，看過スヘカラサルモノ
アル……43）
すなわち，「私立学校令」が制定された背景として，「教育熱」の下で私立学校が急激に増設されるに
伴って，不穏思想が蔓延したり，学校が「権勢掌握ノ具」にされるなどのさまざまな弊害が起こった
ことを挙げた。ここから，独立・国権回復という「不穏危険」思想が私立学校を中心として充溢する
という弊害多き現状への対応の必要性，すなわち学務官僚の，従来の政策に対する改編の必要性及び
意図を指摘することができる。さらに，別の史料で俵は，私立学校で「ツマラヌコト」を教授してい
るため，教育界が「旧弊ハ更二新弊ヲ生シ」たとし，具体的には1907年に義州で中学生が日本軍隊
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と衝突した朝鮮人青少年の抗日意識にもとつく事件などを挙げ，このような弊害によって国内秩序が
かく乱し，治安上極めて危うい状況を招きかねないとしている44）。このように，学部は，私立学校
で行われていた教育に伴う「弊害」を明白に敵視していた。
　そして，そのような弊害の原因は，究極的には朝鮮の社会悪に求められた。これは，「私立学校令」
により指導啓発されるべき内容の中で，私立学校で使用されている教科書について俵が触れた段に顕
著なので，それを見よう。俵は私立学校の教科書の「不適当」性について次のように述べる。現在私
立学校において使用されている教科書には現在の政治状況への批判やその変革の意思が垣間見られる
が，このような政治的・社会的な題材に流れた内容は教科書として適当でない45）。その理由は，そ
のような政治と教育との混濡が教育の進歩を大きく阻害し，結局，教育の目的を誤らしめるからであ
った46）。なぜなら，俵の言に従うなら，教育現場において政治問題を語るのは「所謂経世ノ学」47），
すなわち旧来の儒教的教育であり，学部が提唱する新教育になじむものでないからである。つまり，
現在の朝鮮に必要なのは学部が提唱する新教育であるのに，私立学校では政治問題を扱うような儒教
にとらわれた旧来の教育をいまだに行っており，それでは国の富強隆盛を目指す政府の方針に沿わな
いからだとした。こうして，政治と教育の混靖の否定は，最終的に文野の論理に帰結されていく。つ
まり，教育と政治を混濡することは旧来の朝鮮の儒教的な教育にもとつく野蛮な行為であるとされ
た。こうして，私立学校の否定は，政治と教育の混瀟否定から，最終的に文野の論理の下に説明され
ることになったのである。
　以上から，学部が「私立学校令」の制定を正当化した言説をまとめておくと，まず，従来否定的に
しか評価しなかった朝鮮民衆の教育活動に対し，教育救国運動の高揚を契機に，一転積極的に評価し
つつ，政府の教育権行使を当然視することで，その活動を統制・善導する必要性が提示された。そし
て，その善導を正当化していく上で持ち出されたのが，教育と政治の分離であり，それは最終的には
文野の論理に帰結された。そこには，教育活動における政治性の否定のため，文明と野蛮の論理が適
用されていくという構造が指摘できるが，教育における政治性否定と文明の論理との整合性は必ずし
も説得的なものではなかった。逆にいうと，このような論理は，私立学校の政治性排除という現状否
定の文脈でしか機能しえなかった。
　次に「私立学校令」の内容に触れるが，本稿では重要な条文を掲げるに止める48）。「私立学校令」
（本文15条附則2条全17条）の主要点は，①学校設立時の学部大臣の認可（第2条），②修業年限，
学年，学科目，学徒定員，入学資格等に関する学則設定（第3条），③学部指定教科用図書の利用（第
6条），④学部大臣の私立学校に対する監督指導権（第9条），⑤学部大臣による私立学校閉鎖命令の
発動権（第10条）49）であった。同令の運用において顕著なのは，学部は，私立学校を敵視していたに
もかかわらず，基本的には，閉校措置などの直接策ではなく，関係法令の適用によって私立学校を弾
圧していったことである。これについて俵は，「韓国ノ利益」のためには本来は「私立学校令」の規
定を厳しくして私立学校を廃滅してしまうべきだが，私立学校を一気に廃校に追い込んだときの統監
府への朝鮮民衆の反発を考慮して，「漸進主義」でいくと発言している50）。つまり，直接的な弾圧を
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下さなかった理由の一つは，朝鮮民衆の反発を恐れたためであった。「私立学校令」自体は，教科書
統制以外の面では，私立学校の認可制を通じて私立学校台帳を整備し私立学校の状況を把握するな
ど，むしろ本格的な私立学校統制の準備段階としての性格が強く51），実際の私立学校抑制・弾圧は，
私立学校の財源形態に着目し，「寄附金並募集取締法」や「地方費法」などの適用による経済的な弾
圧策がとられた52）。このような私立学校への直接的な法的弾圧と並行し，私立学校弾圧の有力策と
して登場したのが模範教育であった。次に，模範教育の実際を見ていく。
4．模範教育の展開
　初期の学部の教育改革が，その改革の対象を「旧教育」に置いていたことは先述した通りだが，「私
立学校令」以後，私立学校抑圧を基本的精神として学部管轄の官公立普通学校においても従来の教育
目的が改編されていった。
　まず，官公立普通学校がこの時期の史料でどのように規定されているかを確認しておこう。俵は，
「模範教育ノ施設」として公立普通学校を想定しており，新教育を教授する機関として各地にこれを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ママ　設けていくが，経済的制約のある現在，「模範教育ノ主義二依リヲ能フ限リ官公立学校ヲ完備シ，其模
範ヲー般二示ス」53）としている。つまり，財政的な制約から十分に普通学校拡張が行えない今日の方
策として，官公立学校をもって新教育の模範を示すとした。では，学部が高唱した模範教育とはどの
ようなものか，俵の説明に見よう。
・模範教育トハ，教育ノ模範ヲ事実二於テ示スノ謂ニシテ，著実勤勉他日善良ナル国民トシテ其
本分ヲ誤ラザル青年子弟ヲ養成スルト共二，他ノ諸学校ヲシテ之二務式スル所，折アラシメ，遊
惰軽薄徒ラニ時事ヲ論議スルガ如キ古来ノ弊習ヲ矯正スルニアリM）。
すなわち模範教育の目的は，①現実的で勤勉，善良なる国民の養成②旧弊の矯正であるとする。そ
して，具体的には次のような内容の教育を行うとした。
其学科目ハ，処世二必須ナルモノヲ選ビ，国語，漢文，日語ハ勿論，算数，地歴，理科等実際ノ
生活二適応近切ナル智識技能ヲ授ケ，特二重要視スベキ徳育二関シテハ，儒道ノ基本タル五倫五
常ノ道ヲ主眼トシ，且現時ノ社会二必要ナル公徳心，義務心ノ酒養二力メ，勤勉，著実，紀律，
信用等ノ徳目ニヨリ，実際的人物ヲ養成スルヲ以テ教養ノ本義トナセリ55）。
学部が目指した教育は，実際の生活に適応した知識技能を身につけ，さらに公徳心を養った「実際的
人物」を養成することとされた。
　ここで問題となるのは，それではなぜこのような教育が必要とされたのかということである。次
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に，その背景を検討し，①，②の内容がそれぞれ具体的に何を規定するものであったのかを明らかに
する。模範教育を必要とする理由について『韓国教育』は次のように説明する。
・因習久シキ韓国教育界ノ積弊ハ，容易二改善スルコトヲ得ザルノミナラズ，近時私立学校ノ勃
興ニツレ，名ヲ韓国ノ富強開発二籍ルモ，其実ノ之二伴フモノ少ク，時勢ノ進運二応ジ施スベキ
教育ノ方法ヲ知ラズ，旧弊ハ更二新弊ヲ生シテ……国利民福ヲ増進スベキ教育ノ大本ヲ立テ，自
カラ率先経営シテ教育ノ模範ヲ示シ，教授，訓練，管理ヨリ校舎其他ノ設備二至ル迄先ツ遺憾ナ
キヲ期シ，真正ナル教育ノ如何ナルモノナルヤヲ事実二証明シ，漸時革新ノ気運ヲ誘致セントス
ルニ努メタ．リ56）。
すなわち，模範教育を行う目的は，「専ラ範ヲ明，清二取リ儒学ヲ中心トシ経義ノ諸書ヲ講スルニ止
リ，何等実用文明ノ学芸ヲ授ケズ，数百年来ノ随習牢乎トシテ抜ク可ラサル」57）「韓国教育界ノ積弊」
の改善とともに，「施スベキ教育ノ方法ヲ知ラ」ざる私立学校が朝鮮の富強を名目にして急増すると
いう「旧弊ハ更二新弊」を招いた状況に対処するため，「自カラ率先経営シテ教育ノ模範ヲ示シ」，「真
正ナル教育」を事実において証明することである，とした。つまり，朝鮮旧来の教育だけでなく私立
学校において行われている教育をも無価値なものとする一方で，学部の提唱する教育の普及を図るた
めに，その模範を事実において示すとするのである。さらに，模範教育実施の理由について，俵は，
先述の「私立学校令」制定と同様の論理をもって次のような説明を加える。すなわち，朝鮮の富強化
を図るために教育の必要性を説くのは大いにけっこうだが，朝鮮人はそのための方策を知らず，「教
育熱」の高まりはかえって朝鮮社会の秩序を乱している。そのためこれを取り締まる必要があるが，
その際に直接的な抑圧策を講じると反日感情の高まりを招くので，「善導改善ノ道ヲ講スル」方向で
「教育熱」を抑制し，「誤解ヲ釈キ，誤想ヲ匡シ，教育ノ趨勢ヲシテ著実穏健ノ風潮二化セシムル」必
要がある。そのために「新教育二適応スル学校ヲ全国枢要ノ地点二設立」することで教育の模範を事
実によって示し，「相依リ相傲ウテ民心ノ帰徴翻ヲ正ウシ，学校ノ状態ヲ改善センコトヲ期」するの
だ58），と。つまり，反日感情への懸念から直接的な抑圧策を講じることができない「教育熱」を鎮
静化させ著実穏健な教育を行うために，新教育を実践する学校を設立し，それを学部の提唱する教育
のモデル校としていくことで，「教育熱」の下で増加した私立学校の状態を「改善」することを模範
教育の主要目的とした。すなわち，模範教育は，「教育熱」，そして私立学校への対応策と明確に位置
づけられていたのである。
　そしてこのような模範教育を実践していく施設として，学部直轄の教育機関たる官立学校のほか
に，公立学校も同様に「初等教育ノ模範ヲ地方二示スカ為メ経営スルモノ」59）とされた。公立学校に
ついて，俵は，本来補助を行う筋合いではないのだがと断った上で，中央行政機関である学部が地方
行政管轄の公立普通学校の補助を行うのは「模範教育ノ発展ヲ希望スルコト急切ナルカ為」60）である
としている。また，後述する補助指定学校の設定もこの目的を果たすためとされており61），普通学
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校レベルでは官公立普通学校及び補助指定普通学校が模範教育実践機関に設定された。実際，模範教
育が私立学校対策である以上，漢城にしかない官立学校よりも，地方に設置された公立・補助指定普
通学校に模範教育の比重が置かれたことは当然であった。そして2章で述べた公立普通学校の設置
基準について，この時期の史料では「韓国人ガ最モ日本人及其他ノ外国人ト接触シ，新教育ノ必要ヲ
感シ居レル地方ヲ標準」62）という一節が加えられている。前述したような，私立学校における教育が
すでに近代的な教育であったとするこの時期の学務官僚の認識にもとつくなら，この一文の意味する
とごろは，私立学校が多い地域に公立普通学校を優先して設置するという方針にほかならない。つま
り，この時期の学務官僚が，公立普通学校の設置条件を，新教育の必要を朝鮮人が実感している地域
（結果的に私立学校の多い地域ということになろう）に置いていたと理解できる。これは，補助指定
学校の選定基準においても同様であった。1909年度学部事業で平安北道の江界を補助指定学校候補
地から外したことへの平安北道観察使の苦言に対し，俵は「元来補助指定普通学校ハ公立普通学校二
準シ，教科課程二日語ヲ課ス。然ルニ日語ノ必要程度ハ，山中僻阪ノ地ヨリ交通頻繁ナル場所二多シ
トスルヲ以テ〕63）と回答しているが，これは補助指定対象地域の性格づけを端的に示したものであっ
た。学部は，地方における普通学校に「外ハ地方ノ民心自ラ普通学校二帰喬シ，付近諸学校亦之ヲ中
心視スルニ至ラバ，庶幾クハ始メテ本部ノ期待セル模範教育施設ノ素志ヲ貫徹シ，韓国民生ノ実際二
適応セル新教育，当然ノ効果ヲ奏スルヲ得ソ」64）ことを期したのである。すなわち，学部は各地方に
おいて普通学校を中心とした地域的な学校体系の形成を意図していたのであり，これはまさに「公立
普通学校体制」の創出を期したものにほかならないといえよう。
　そして，法制度的に模範教育を推進したのが補助指定学校制度だった。学部は臨時学事拡張費50
万円をもとに官公立普通学校を設立したが，1909年度の学事計画では財政難を理由に普通学校の新
設は見合わされ，代わりに「私立学校中，交通ノ便ヲ有シ，比較的重要ノ地区二位シテ設備稽完全ナ
ル学校，即チ校地校舎ヲ有シ，且ツ之ヲ維持スルニ相当ナル財源ヲ有スル学校約三十ヲ選抜シテ，之
ヲ補助シ，教員ヲ派遣シテ模範的経営ヲ為サシムル」65）という，在来私立学校の学部管轄化が計画，
実行された。なお実際に「補助指定」されたのは私立学校だけでなく，乙種公立普通学校も含まれて
いた66）。つまり1909年度の普通教育事業は，「補助指定」による従来の教育施設の改編により行われ
たのである。これは，補助指定制度の運用による私立学校の事実上の公立学校化にほかならなかっ
た67）。俵は，補助指定制度による模範教育宣伝機関の増設について次のように述べている。「公立普
通学校ノ経営ハ多大ノ費用ヲ要シ，今日初等教育普及上ノ急務ハ経費ヲ少クシテ，学校ノ数ヲ多クス
ルニアル」68）と。つまり，少ない予算で「新教育」を教授する学校の増設を図ること，これが学部に
よる補助指定制度の導入の理由であった。
　そしてその補助の方法については，「学部二於テ任命スル日本人教監一名，韓人副訓導一名宛ヲ各
校二派遣シ，其俸給ハ国庫二於テ負担スル」69）というもので，金銭的補助ではなく，人的な補充によ
り学部の補助を行うとした。補助を金銭で行わず人材派遣により行う理由は，①補助金の流用防止，
②補助対象校独自の教員選任では「適材」がえられないため，学部が任命した教員によって補助の趣
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旨を貫徹させること70）の2点であった。つまり，学部の提唱する「模範的」な教育を行うために，
対象校に自主的な学校運営をさせず，学部の息のかかった教員を派遣校の「首脳」として，その学校
経営を行わせることが肝要だとするのである。つまり，学部は日本人・朝鮮人各1名の給料供出を
もって官公立普通学校同様の教育の実現を企図した。実際，学部はこの補助指定制度によって，拡張
事業費を必要としないだけでなく，学校運営費も官公立普通学校に比して普通学校拡張を安く抑える
ことができた71）。
　では，模範教育の実際を公立普通学校教監の報告書から見よう。黄海道又新補助指定普通学校・木
佐貫教監は，公立普通学校が地域的な教育指導を直接行っている状況を報告している72）。これによ
れぽ，彼は，郡守と共議して私立学校教員を同校において養成し，各私立学校に採用させた。つまり
一介の普通学校が私立学校の教員養成機関及び監督機関としてその地域に君臨したのである。また教
員養成時の講習科目には，教授法などのほかに「普通学校令」，「私立学校令」などの教育法令も含ま
れており，普通学校及び私立学校関係法令の徹底を図ろうとする意図がうかがえる。公立普通学校
は，まさに学部の教育政策の宣伝機関として機能したのである。ここで強調しておきたいのは，私立
学校に対して日本人教監が直接関与するようになっていることである。1908年7月の第2回官公立
普通学校教監会議においては，各教監からの対私立学校関係報告にはこのような私立学校への直接的
関与の形跡は見られない73）ことから，模範教育の掛け声の下，普通学校教監の私立学校への関与が
進行したと考えられる。
　そして近隣の学校だけでなく地域的にも新教育の理解を求めるために，面長会，有志会，有志訪
問，父兄会，母姉会，家庭訪問，学芸会，展覧会など，あらゆる機会をとらえ，その宣伝につとめ
た74）。しかし実際には，学部の意図が順調に進んだわけではなく，公立普通学校の教員でさえ，こ
の「新教育」の推進に必ずしも熱心だったわけではなかった。学部は1909年12月28日付で「普通学
校教養二関スル施設綱要」という通牒を各公立普通学校及び補助指定学校に対して送付しているが，
その中で「克ク民心ヲ吸引シ，付近ノ諸学校ヲシテ饗フ所ヲ知ラシムルニ至ラザルガ如キ憾無キニ非
サルモノアリ」75）と，模範教育が十分に機能していない状況を指摘し，その理由として，普通学校設
立以来まだ日が浅いこととともに，学校職員の努力が十分でないことを挙げている。このような訓示
を各学校に送付しなけれぽならなかったという事実から，逆に，思うように模範教育が浸透していな
いことへの学部の苛立ちを読みとることができる。学部がここで認めたように，実際には，模範教育
は全体として不振をまぬがれなかったのである。
5．　おわりに
　以上，教育政策の実態を考慮しつつ，「私立学校令」を契機として，日本人学務官僚の朝鮮教育観
に従って統監府期の初等教育を段階的に検討してきた。「私立学校令」以前の政策は，甲午改革の失
敗を強調することで，自身の政策を正当化したのに対し，「私立学校令」後は，文明の論理によって，
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教育と政治の混濡を否定し，私立学校に対する教育統制を正当化していった。この政策的変遷には，
私立学校において隆盛であった教育救国運動に対する学務官僚の危機感が介在していることを指摘し
た。言ってみると，「私立学校令」以前の教育政策は，渡部学によって整理された「先進日本教育朝
鮮半島直接進出論」76）という文明的絶対優位性を過信した対朝鮮観にもとついて立案・実行された。
それに対し，以後の教育政策は，従来の教育機関，特に私立学校との対抗関係の中で規定されていっ
た。そして，従来の研究において，統監府期の公立普通学校における教育全般を指して定義されてき
た模範教育も，実際には「私立学校令」の下，公立普通学校の性格を対私立学校的なものに改編させ
ていく過程で推進されるに至ったということができる。逆にいえぽ，「私立学校令」を厳格に適用し
て私立学校を廃絶していくことが状況的に難しい中で，「私立学校令」を実践的に補っていくという
相関関係の中で定義されたのが公立普通学校による模範教育であった。
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